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官公庁の喫煙室設置は

違法です

住民監査・公費返還請求の対象となります
根拠法令　地方公務員法第30条・第35条　地方自治法第2条・第12条・第242条
★官公庁全面禁煙のメリット★
１．費用ゼロ

４．禁煙継続者が増える

２．最も優れた受動喫煙対策

５．喫煙対策の範となる

３．禁煙開始者が増える

６．多くの命が救われる

【提供すべきは喫煙場所ではなく、禁煙支援です】

(裏面をご覧下さい)
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地方公務員法

第30条（服務の根本基準）すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。

第35条（職務に専念する義務）職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。※勤務中の喫煙は違法であり、よって職員用の喫煙所は違法です
地方自治法

第2条第14項
地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。
※全面禁煙という最少経費最大効果の方法をとらなければ違法です
第12条・第242条　（住民監査請求）（住民訴訟）- 略 -
参考ホームページ　http://web.nosmokeworld.com/kokuhatu/
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